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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

       ２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．第57期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期 

会計期間 

自平成16年 
12月１日 

至平成17年 
５月31日 

自平成17年 
12月１日 

至平成18年 
５月31日 

自平成18年 
12月１日 

至平成19年 
５月31日 

自平成16年 
12月１日 

至平成17年 
11月30日 

自平成17年 
12月１日 

至平成18年 
11月30日 

売上高（百万円） 24,008 23,722 25,337 42,983 42,896 

経常利益（百万円） 909 669 908 1,300 264 

中間（当期）純利益又は当期

純損失（△）（百万円） 
530 393 574 839 △540 

純資産額（百万円） 16,065 17,321 16,948 17,010 16,200 

総資産額（百万円） 44,929 46,830 49,218 42,350 44,378 

１株当たり純資産額（円） 580.12 626.03 612.96 613.14 585.65 

１株当たり中間（当期）純利

益金額又は１株当たり当期純

損失金額（△）（円） 

19.12 14.21 20.74 28.81 △19.53 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 35.8 37.0 34.4 40.2 36.5 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△4,122 △4,083 △3,532 125 △578 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△968 △631 △847 △814 △1,129 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
2,107 4,609 4,349 △1,631 1,799 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
656 1,198 1,408 1,328 1,411 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 

（人） 

846 

[277] 

860 

[274] 

864 

[276] 

839 

[272] 

852 

[272] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．第57期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期 

会計期間 

自平成16年 
12月１日 

至平成17年 
５月31日 

自平成17年 
12月１日 

至平成18年 
５月31日 

自平成18年 
12月１日 

至平成19年 
５月31日 

自平成16年 
12月１日 

至平成17年 
11月30日 

自平成17年 
12月１日 

至平成18年 
11月30日 

売上高（百万円） 23,349 23,138 24,776 41,753 41,648 

経常利益（百万円） 922 594 803 1,313 109 

中間（当期）純利益又は当期

純損失（△）（百万円） 
580 345 485 912 △642 

資本金（百万円） 3,214 3,214 3,214 3,214 3,214 

発行済株式総数（千株） 29,985 29,985 29,985 29,985 29,985 

純資産額（百万円） 15,374 16,586 16,011 16,305 15,394 

総資産額（百万円） 42,927 44,901 47,117 40,403 42,632 

１株当たり純資産額（円） 555.16 599.48 579.07 587.84 556.50 

１株当たり中間（当期）純利

益金額又は１株当たり当期純

損失金額（△）（円） 

20.94 12.48 17.54 31.64 △23.19 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） 5.00 5.00 5.00 10.00 10.00 

自己資本比率（％） 35.8 36.9 34.0 40.4 36.1 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 

（人） 

712 

[253] 

726 

[251] 

730 

[253] 

704 

[249] 

714 

[250] 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当グループが営む事業の内容について重要な変更はありません。また、主要な関係

会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．事業の種類別セグメントを記載していないため、事業部門別の従業員数を示しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理・間接部門に所属し

ているものであります。 

３．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［  ］内に当中間連結会計期間の平均人員数を外数で記載し

ております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［  ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(3)労働組合の状況 

イ．当社の労働組合は、北興化学労働組合と称し、本部を本社に置き、平成19年５月31日現在組合員数は525名で

あり、日本化学エネルギー産業労働組合連合会に加盟しております。 

ロ．労働条件その他諸問題については、労使協議会において相互の意思疎通を図り円滑な関係を保っております。

  平成19年５月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

ファインケミカル事業部門 854 [270] 

その他事業部門 4 [  6] 

全社（共通） 6 [ －] 

合計 864 [276] 

  平成19年５月31日現在

従業員数（人） 730 [253]  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間において、わが国の経済は、企業収益が高水準に推移していることなどを背景に、緩やかな景

気拡大が継続いたしました。 

しかしながら、農薬業界におきましては、厳しい状況が続きました。水稲用農薬においては除草剤の出荷はほぼ前

年同期並みで推移したものの、その他の薬剤の出荷は前年同期を下回りました。園芸用農薬の出荷は前年同期並みと

なりました。その結果、国内向け農薬の出荷は昨年の同期に比べて数量・金額とも減少しました。また、水稲育苗箱

専用殺虫・殺菌剤や水稲除草剤市場については新製品の投入により、企業間の競争が激化いたしました。 

農薬以外のファインケミカル業界では、電子材料関連製品などの販売は引き続き好調でしたが、海外製品の流入が

続き厳しい価格競争を余儀なくされました。一方、錫やマグネシウムなどの非鉄金属、石油化学製品などの原材料価

格は値上がりが続きました。 

このような状況の下で、当社グループは積極的な販売活動を展開し、農薬製品の売上は前年同期を若干上回りまし

た。また、農薬以外のファインケミカル製品は電子材料関連原料などを中心に伸長しました。この結果、当中間連結

会計期間の売上高は253億３千７百万円（前年同期比6.8％増）となりました。利益については、原材料価格の高騰が

続く中、価格競争も厳しいことから売上総利益率は低下しましたが、売上の伸長による利益増や円安による為替差益

が発生したことなどにより、経常利益は９億８百万円（前年同期比35.8％増）、中間純利益は５億７千４百万円(前

年同期比45.8％増)の増益となりました。 

事業部門の業績を示すと、次の通りであります。 

ファインケミカル事業部門 

ファインケミカル事業の主力である農薬の国内販売においては、水稲用農薬では、一発処理除草剤のホームランキ

ング剤が本格販売となり伸長しましたが、殺菌剤は種子消毒剤が流通在庫の消化が進まず落ち込みました。園芸用農

薬の出荷は殺虫剤、殺菌剤とも順調でした。その結果、国内農薬全体の売上は前年同期を若干上回りました。 

受託製造は、低調な農薬市場の影響を受けて前年同期を下回りました。農薬輸出は、中南米での市場開拓に努めた

結果、殺菌剤の伸長により前年同期を上回りました。 

さらに、家庭園芸用農薬は、流通の再編や競争激化などの影響を受け売上は前年同期を下回りました。 

 農薬以外のファインケミカル製品の販売は、海外からの安価な競合品の参入という厳しい事業環境下でありました

が、電子材料関連原料、樹脂添加剤、防汚剤、自動車排ガス浄化用触媒原料などの拡販につとめた結果、販売が伸長

しました。 

この結果、当部門の売上高は252億３千１百万円（前年同期比6.9％増）となりました。 

その他の部門 

石油製品等その他の売上高は、１億５百万円（前年同期比3.5％減）となりました。 

当社グループの主要製品であります農薬は、その商品性から上半期が需要期となっておりますので、下半期に比し

上半期の売上高の割合が著しく高くなる傾向にあり、上半期と下半期の業績に季節的変動があります。 

ちなみに、当中間連結会計期間の売上高は253億３千７百万円でありましたが、前中間連結会計期間における売上

高は237億２千２百万円、前連結会計年度における売上高は428億９千６百万円であります。 

（2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは35億３千２百万円の支出超過（前年同期比13.5％増）

となりました。これは、上半期が農薬製品の需要期であることや農薬以外のファインケミカル製品の販売が増加した

ことによる売上債権の増加と前期末において計上した未払費用の減少などによるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは８億４千７百万円の支出超過（前年同期比34.3％減）となりました。これ

は、工場の設備投資などによるものです。 

財務活動のキャッシュ・フローは43億４千９百万円の収入超過（前年同期比5.6％減）となりました。これは長期

借入金や短期借入金が増加したことによるものです。 

以上の結果、現金および現金同等物の中間期末残高は、前連結会計年度末残高より３百万円減少し14億８百万円

（前年同期末比17.5％増）となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業部門ごとに示すと、次の通りであります。 

 （注）１．金額は、製品製造原価で表示しております。 

２．その他事業部門につきましては、生産実績がないため記載を省略しております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業部門ごとに示すと、次の通りであります。 

 （注）１．金額は、実際仕入額で表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3)受注状況 

 当社グループは、受注生産の規模が小さいため、受注実績は記載しておりません。 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前年同期比 

  百万円 ％ 

ファインケミカル事業部門    

農薬製品 10,464 107.0 

農薬以外のファインケミカル製品 5,303 126.1 

合計 15,766 112.8 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前年同期比 

  百万円 ％ 

ファインケミカル事業部門    

農薬製品 4,407 88.0 

農薬以外のファインケミカル製品 17 86.2 

小計 4,424 88.0 

その他事業部門 81 90.9 

合計 4,505 88.0 



(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業部門ごとに示すと、次の通りであります。 

 （注）１．当社グループの主要製品であります農薬は、その商品性から上半期が需要期となっておりますので、下半期

に比し上半期の売上高の割合が著しく高くなる傾向にあり、上半期と下半期の業績に季節的変動がありま

す。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次

のとおりであります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約は次のとおりです。 

提出会社 

５【研究開発活動】 

 農薬につきましては、自社独自新農薬の開発を積極的に推進するとともに、国内外企業との提携を強化し、新農薬

の導入・開発につとめてまいります。 

当中間連結会計期間に、自社開発の水稲用除草剤「HOK-201」の本格開発・商品化を決定し、登録申請に向けて毒性

など安全性に係る委託試験を開始いたしました。また、水稲の広葉雑草用新規化合物「テフリルトリオン」を含有す

る水稲用除草剤「エーワン１キロ粒剤、エーワンジャンボおよびエーワンフロアブル」の農薬登録申請を行いまし

た。新製品として水稲用殺虫殺菌剤「イモチエーススタークル粒剤」、「カスラブキラップフロアブル」、「カスラ

ブバリダジョーカーフロアブル」、「カスラブキラップ粉剤DL」、「ラブサイドバリダキラップ粉剤DL」および麦用

殺菌剤の「ワークアップ粉剤DL」などの登録を取得いたしました。 

また、農薬以外のファインケミカル事業につきましては、情報・通信分野の電子材料原料、フォトレジスト樹脂素

材、樹脂硬化触媒、医薬・農薬中間体、有機合成用触媒、ファインセラミックス分野の高機能性無機素材などを主な

収益の柱と位置づけ、当社のコア技術であるグリニャール反応をはじめ各種の反応技術をベースに、これらの事業を

21世紀における当社グループ経営の第二の柱として育成してまいります。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は、８億１千７百万円であります。 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前年同期比 

  百万円 ％ 

ファインケミカル事業部門    

農薬製品 18,183 101.7 

農薬以外のファインケミカル製品 7,049 123.1 

小計 25,231 106.9 

その他事業部門 105 96.5 

合計 25,337 106.8 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

全国農業協同組合連合会 12,347 52.0 12,500 49.3 

契約締結先 契約内容 契約締結年月日 有効期間 

全国農業協同組合連合

会 

平成19年度の農薬の売

買価格等を定めた契約 
平成19年３月13日 

平成18年12月１日から 

平成19年11月30日まで 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（１）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の拡充若しくは改修について完了

したものは、次のとおりであります。 

提出会社 

（２）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 

事業所 設備内容 
金額 

（百万円） 
完成年月 

 北海道工場  農薬製造設備  製造設備更新 他 34 
平成18年12月～

平成19年４月 

 新潟工場  農薬製造設備  中間プラント設備及び製造設備更新 他 95 
平成18年12月～

平成19年４月 

 岡山工場  農薬製造設備  製造設備更新 他 21 
平成18年12月～

平成19年３月 

 岡山工場  化学合成品製造設備  環境設備及び製造設備の更新 他 345 
平成18年12月～

平成19年５月 

合計 495   



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

         該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 92,000,000 

計 92,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成19年５月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年８月29日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 29,985,531 29,985,531 
株式会社東京証券取引

所市場第一部 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

計 29,985,531 29,985,531 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

 平成18年12月1日～ 

平成19年5月31日  
－ 29,985 － 3,214 － 2,608 



(5）【大株主の状況】 

 （注） 自己株式2,336千株を保有しておりますが、上記の大株主からは除いております。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権の数3個）含まれて 

 おります。 

  平成19年５月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

野村殖産株式会社 大阪府大阪市中央区高麗橋２－１－２ 2,103 7.02 

住友化学株式会社 東京都中央区新川２－27－１ 1,952 6.51 

野村ホールディングス株式会

社 
東京都中央区日本橋１－９－１ 1,386 4.62 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２－２－１ 1,354 4.52 

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１－13－２ 868 2.90 

全国農業協同組合連合会 東京都千代田区大手町１－８－３ 801 2.67 

北興化学工業従業員持株会 東京都中央区日本橋本石町４－４－20 778 2.59 

野村土地建物株式会社 東京都中央区日本橋本町１－７－２ 709 2.36 

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３－７－３ 605 2.02 

メロンバンクエヌエーアズエ

ージェントフォーイッツクラ

イアントメロンオムニバスユ

ーエスペンション 

（常任代理人 香港上海銀行

東京支店） 

ONE BOSTON PLACE BOSTON,MA 02108 

（東京都中央区日本橋３－１１－１） 
418 1.40 

計 － 10,976 36.61 

  平成19年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

2,336,000 
－ 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

27,205,000 
27,205 同上 

単元未満株式 
普通株式 

444,531 
－ 同上 

発行済株式総数 29,985,531 － － 

総株主の議決権 － 27,205 － 



②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の

数１個）あります。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含まれております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年５月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

北興化学工業株式

会社 

東京都中央区日本

橋本石町四丁目４

番20号 

2,336,000 － 2,336,000 7.79 

計 － 2,336,000 － 2,336,000 7.79 

月別 平成18年12月 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 

高（円） 438 424 439 428 423 434 

低（円） 375 399 416 401 405 406 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  前中間連結会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づ

き、当中間連結会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基

づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  前中間会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）及び当中間会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31

日まで）の中間財務諸表について、監査法人日本橋事務所により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     1,198     1,408     1,411  

２．受取手形及び売掛
金     17,272     18,814     14,192  

３．たな卸資産     14,963     14,715     14,676  

４．その他     509     527     664  

貸倒引当金     △11     △10     △8  

流動資産合計     33,930 72.5   35,454 72.0   30,935 69.7 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物及び構築物   2,581     2,839     2,761    

(2）機械装置及び運
搬具   3,235     3,300     3,254    

(3）その他   1,296 7,112 15.2 1,280 7,419 15.1 1,227 7,243 16.3 

２．無形固定資産     614 1.3   651 1.3   602 1.4 

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券   4,438     4,781     4,329    

(2）その他   749     927     1,284    

貸倒引当金   △14 5,173 11.0 △14 5,695 11.6 △14 5,598 12.6 

固定資産合計     12,900 27.5   13,765 28.0   13,443 30.3 

資産合計     46,830 100.0   49,218 100.0   44,378 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛
金     9,047     8,539     7,806  

２．短期借入金     10,910     9,915     8,279  

３．未払費用     2,515     2,616     3,988  

４．その他     2,227     2,843     2,423  

流動負債合計     24,699 52.7   23,913 48.6   22,496 50.7 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金     1,260     4,118     1,197  

２．退職給付引当金     3,318     3,180     3,214  

３．役員退職慰労引当
金     121     125     141  

４．環境整備費引当金     －     834     1,020  

５．その他     111     101     111  

固定負債合計     4,810 10.3   8,358 17.0   5,682 12.8 

負債合計     29,509 63.0   32,270 65.6   28,178 63.5 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

 １．資本金     3,214 6.8   3,214 6.5   3,214 7.2 

 ２．資本剰余金     2,608 5.6   2,608 5.3   2,608 5.9 

 ３．利益剰余金     11,130 23.8   10,493 21.3   10,058 22.7 

 ４．自己株式     △969 △2.1   △977 △2.0   △971 △2.2 

  株主資本合計     15,983 34.1   15,339 31.1   14,909 33.6 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

 １．その他有価証券評 
 価差額金     1,383 3.0   1,597 3.3   1,317 3.0 

 ２．為替換算調整勘定     △46 △0.1   12 0.0   △26 △0.1 

  評価・換算差額等 
   合計     1,337 2.9   1,609 3.3   1,291 2.9 

  純資産合計     17,321 37.0   16,948 34.4   16,200 36.5 

  負債純資産合計     46,830 100.0   49,218 100.0   44,378 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１   23,722 100.0   25,337 100.0   42,896 100.0 

Ⅱ 売上原価     18,454 77.8   19,919 78.6   33,653 78.5 

売上総利益     5,268 22.2   5,418 21.4   9,243 21.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※２   4,398 18.5   4,442 17.5   8,877 20.6 

営業利益     870 3.7   976 3.9   366 0.9 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   12     11     20    

２．受取配当金   24     31     91    

３．販売促進費受入   98     100     397    

４．為替差益   －     57     －    

５．その他   42 176 0.7 46 245 0.9 88 595 1.3 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   80     104     166    

２．売上割引   24     27     44    

３．為替差損   66     －     18    

４．不良品処分損   159     150     344    

５．その他   48 377 1.6 32 313 1.2 126 698 1.6 

経常利益     669 2.8   908 3.6   264 0.6 

Ⅵ 特別利益                    

１．固定資産処分益   0     1     23    

２．その他   － 0 0.0 － 1 0.0 0 23 0.1 

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産処分損 ※３ 36     29     87    

２．環境整備費引当金
繰入額   － 36 0.1 － 29 0.1 1,020 1,107 2.6 

税金等調整前中間
純利益又は税金等
調整前当期純損失
（△） 

    632 2.7   881 3.5   △820 △1.9 

法人税、住民税及
び事業税   167     157     101    

法人税等調整額   72 239 1.0 150 307 1.2 △381 △280 △0.6 

中間純利益又は当
期純損失（△）     393 1.7   574 2.3   △540 △1.3 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成17年12月１日 至平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間（自平成18年12月１日 至平成19年５月31日） 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成17年11月30日残高 

（百万円） 
3,214 2,608 10,916 △964 15,774 1,270 △34 1,236 17,010 

中間連結会計期間中の

変動額 
                 

剰余金の配当     △138   △138       △138 

利益処分による役員

賞与 
    △41   △41       △41 

中間純利益     393   393       393 

自己株式の取得       △6 △6       △6 

自己株式の処分   0   1 1       1 

株主資本以外の項目

の中間連結会計期間

中の変動額（純額） 

          112 △11 101 101 

中間連結会計期間中の変

動額合計 

（百万円） 

－ 0 214 △5 209 112 △11 101 310 

平成18年５月31日残高 

（百万円） 
3,214 2,608 11,130 △969 15,983 1,383 △46 1,337 17,321 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年11月30日残高 

（百万円） 
3,214 2,608 10,058 △971 14,909 1,317 △26 1,291 16,200 

中間連結会計期間中の

変動額 
                 

剰余金の配当     △138   △138       △138 

中間純利益     574   574       574 

自己株式の取得       △7 △7       △7 

自己株式の処分   0   1 1       1 

株主資本以外の項目

の中間連結会計期間

中の変動額（純額） 

          280 37 318 318 

中間連結会計期間中の変

動額合計 

（百万円） 

－ 0 435 △5 430 280 37 318 747 

平成19年５月31日残高 

（百万円） 
3,214 2,608 10,493 △977 15,339 1,597 12 1,609 16,948 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成17年12月１日 至平成18年11月30日） 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成17年11月30日残高 

（百万円） 
3,214 2,608 10,916 △964 15,774 1,270 △34 1,236 17,010 

連結会計年度中の変動

額 
                 

利益処分による剰余

金の配当 
    △138   △138       △138 

剰余金の配当（中間

配当） 
    △138   △138       △138 

利益処分による役員

賞与 
    △41   △41       △41 

当期純損失     △540   △540       △540 

自己株式の取得       △8 △8       △8 

自己株式の処分   0   1 1       1 

株主資本以外の項目

の連結会計年度中の

変動額（純額） 

          47 9 55 55 

連結会計年度中の変動額

合計 

（百万円） 

－ 0 △858 △7 △865 47 9 55 △810 

平成18年11月30日残高 

（百万円） 
3,214 2,608 10,058 △971 14,909 1,317 △26 1,291 16,200 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日）

前連結会計年度の要約キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

税金等調整前中間純
利益又は税金等調整
前当期純損失（△） 

  632 881 △820 

減価償却費   572 595 1,205 

退職給付引当金の減
少額 

  △16 △34 △121 

役員退職慰労引当金
の減少額 

  △54 △16 △35 

貸倒引当金の増減額   3 1 △0 

環境整備費引当金の
増減額 

  － △186 1,020 

受取利息及び受取配
当金 

  △36 △41 △110 

支払利息   80 104 166 

固定資産処分損   36 29 87 

売上債権の増減額   △2,937 △4,620 144 

たな卸資産の増加額   △1,656 △27 △1,363 

仕入債務の増減額   1,125 851 △245 

未払費用の減少額   △1,395 △1,384 △43 

役員賞与の支払額   △41 － △41 

その他   69 148 371 

小計   △3,618 △3,700 213 

利息及び配当金の受
取額 

  36 41 110 

利息の支払額   △81 △92 △207 

法人税等の支払額   △419 △65 △694 

法人税等の還付額   － 284 － 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △4,083 △3,532 △578 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日）

前連結会計年度の要約キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

投資有価証券の取得
による支出 

  △1 △1 △2 

有形固定資産の取得
による支出 

  △494 △763 △960 

無形固定資産の取得
による支出 

  △120 △82 △153 

その他   △16 △1 △15 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △631 △847 △1,129 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

短期借入金の増加額   4,852 1,594 2,187 

長期借入れによる収
入 

  － 3,000 300 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △100 △100 △404 

配当金の支払額   △138 △139 △277 

その他   △5 △5 △7 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  4,609 4,349 1,799 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  △25 26 △8 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  △129 △3 84 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  1,328 1,411 1,328 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  1,198 1,408 1,411 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１．連結の範囲に関する事項  すべての子会社（４社）を連結

の対象としております。 

 連結子会社名 

北興産業株式会社 

美瑛白土工業株式会社 

ホクコーパツクス株式会社 

張家港北興化工有限公司 

同左 連結子会社の数 ４社 

連結子会社名は、「第１企業

の状況 ４．関係会社の状況」

に記載のとおりであります。 

２．連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

 連結子会社のうち張家港北興化

工有限公司の中間決算日は６月30

日であります。 

 当中間連結財務諸表の作成に当

たっては、中間連結決算日現在で

実施した仮決算に基づく中間財務

諸表を使用しております。 

同左  連結子会社のうち張家港北興化

工有限公司の決算日は12月31日で

あります。 

 当連結財務諸表の作成に当たっ

ては、連結決算日現在で実施した

仮決算に基づく財務諸表を使用し

ております。 

３．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格  

    等に基づく時価法によっ 

    ております（評価差額は 

    全部純資産直入法により  

    処理し、売却原価は移動  

    平均法により算定してお  

    ります）。 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

       同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法によってお

ります（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す）。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価

法によっております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

 時価法によっております。 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

    主として総平均法による

低価法によっております。 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

        同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は

定率法、但し、建物（建物附

属設備を除く）は平成10年４

月１日以降取得分より定額法

を採用しております。また、

在外連結子会社は定額法によ

っております。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 

７～47年 

機械装置及び運搬具 

４～15年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

 定額法によっております。

但し、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、当社及び国内連結子会社

は一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ②   ───── 

  

②   ───── 

  

② 役員賞与引当金 

    役員に対して支給する賞与 

     の支出に充てるため、支給見 

     込額の当連結会計年度負担額 

を計上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

  ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当社及び国内連結子会

社は主として当連結会計年度

末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により費用処理し

ております。 

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により翌連結

会計年度から費用処理してお

ります。 

③ 退職給付引当金 

    同左 

  

  

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当社及び国内連結子会

社は主として当連結会計年度

末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発

生していると認められる額を

計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により翌連 

結会計年度から費用処理して

おります。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、当社及び国内連

結子会社において内規に基づ

く必要額を計上しておりま

す。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

  ⑤    ───── 

  

⑤ 環境整備費引当金 

   埋設農薬の無害化処理に係 

  る環境整備費用の支出に備え  

  るため、当中間連結会計期間 

  末における見込額を計上して  

  おります。 

⑤  環境整備費引当金 

   埋設農薬の無害化処理に係 

  る環境整備費用の支出に備え  

  るため、当連結会計年度末に  

  おける見込額を計上しており 

  ます。 

  (4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

  (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

    金利スワップ取引につい 

 ては、すべて特例処理の要件 

 を満たしているため、特例処 

 理によっております。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

        同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

同左 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段・・金利スワッ  

         プ取引 

  ヘッジ対象・・長期借入金 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段・・同左   

  ヘッジ対象・・同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段・・同左 

  ヘッジ対象・・同左 

   ③ ヘッジ方針 

  変動金利の借入債務を固定 

 金利に変換することによって 

 金利上昇リスクを回避し、調 

 達コストとキャッシュ・フロ 

 ーを固定化するため、金利ス 

 ワップ取引を行っておりま 

 す。 

 ③ ヘッジ方針 

      同左 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

   ④ ヘッジ有効性評価の方法 

    金利スワップの特例処理の 

  要件を満たしているため、ヘ 

  ッジの有効性の評価を省略し 

  ております。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

        同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (6）消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

(6）消費税等の会計処理方法 

同左 

(6）消費税等の会計処理方法 

同左 

４．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資を資金の範囲としておりま

す。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

固定資産の減損に係る会計基準 

 当中間連結会計期間より、「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月

31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

  

 ───── 

     

  

  

  

  

  

  

  

貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準 

 当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は17,321百万円であります。 

 ───── 

        

 

  

  

  

  

  

  

  

  

 ───── 

  

  

  

  

  

  

   

  

───── 

           

  

  

  

  

 

  

  

 

  

  

固定資産の減損に係る会計基準 

 当連結会計年度より、「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審査会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用方針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これによる

損益に与える影響はありません。 

  

役員賞与に関する会計基準 

  当連結会計年度より、「役員賞与に 

 関する会計基準」（企業会計基準第 

 ４号 平成17年11月29日）を適用して

 おります。これにより、営業利益、経

 常利益が５百万円減少し、税金等調整

 前当期純損失が同額増加しておりま 

 す。 

  

貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準 

 当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。従来の資本の部の合計に相当する

金額は16,200百万円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正によ

り、当連結会計年度における連結貸借

対照表の純資産の部については、改正

後の連結財務諸表規則により作成して

おります。  



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月30日） 

（中間連結損益計算書） 

 営業外費用の「為替差損」は、営業外費用の総額の100

分の10を超えたため、当中間連結会計期間より区分掲記

しております。 

 なお、前中間連結会計期間において「為替差損」はあ

りません。 

（中間連結損益計算書） 

 営業外収益の「為替差益」は、営業外収益の総額の100

分の10を超えたため、当中間連結会計期間より区分掲記

しております。 

 なお、前中間連結会計期間において「為替差益」はあ

りません。 

   

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） ────── 

 財務活動によるキャッシュ・フローの「自己株式の取

得による支出」は、当中間連結会計期間において、金額

的に重要性が乏しくなったため「その他」に含めて表示

しております。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれてい

る「自己株式の取得による支出」は６百万円でありま

す。 

  

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 
  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）  普通株式の自己株式の増加10千株は、単元未満株式の買取による増加であり、減少１千株は、単元未満株式の

買増請求による売渡であります。 

前中間連結会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年11月30日） 

※１ 有形固定資産減価

償却累計額 
      19.113百万円

※１ 有形固定資産減価

償却累計額 
      19.866百万円

※１ 有形固定資産減価

償却累計額 
      19,487百万円

 ２ 輸出手形割引高         22百万円  ２ 輸出手形割引高         36百万円  ２       ───── 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

※１ 売上高の季節的変動 

 当グループの主要製品であります農薬

は、その商品性から上半期が需要期とな

っておりますので、下半期に比し上半期

の売上高の割合が著しく高くなる傾向に

あり、上半期と下半期の業績に季節的変

動があります。 

※１ 売上高の季節的変動 

同左 

※１      ───── 

  

※２ 販売費及び一般管理費 

 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は次のとおりです。 

※２ 販売費及び一般管理費 

 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は次のとおりです。 

※２ 販売費及び一般管理費 

 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は次のとおりです。 

運賃保管料    724百万円

販売促進費 317 

給料・賞与 1,114 

退職給付費用 85 

研究開発費 815 

運賃保管料    755百万円

販売促進費 340 

給料・賞与 1,131 

退職給付費用 82 

研究開発費 817 

運賃保管料      1,408百万円

販売促進費 616 

給料・賞与 2,275 

退職給付費用 171 

研究開発費 1,762 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式  29,985 － － 29,985 

合計 29,985 － － 29,985 

 自己株式         

   普通株式 （注） 2,309 10 1 2,318 

合計 2,309 10 1 2,318 



 ２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

当中間連結会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 
  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）  普通株式の自己株式の増加16千株は、単元未満株式の買取による増加であり、減少３千株は、単元未満株式の

買増請求による売渡であります。 

 ２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年２月24日 

定時株主総会 
普通株式 138 5  平成17年11月30日  平成18年２月24日

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年７月18日 

取締役会 
普通株式 138 利益剰余金 5  平成18年５月31日  平成18年８月10日

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式  29,985 － － 29,985 

合計 29,985 － － 29,985 

 自己株式         

   普通株式 （注） 2,323 16 3 2,336 

合計 2,323 16 3 2,336 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年２月27日 

定時株主総会 
普通株式 138 5  平成18年11月30日  平成19年２月28日

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年７月17日 

取締役会 
普通株式 138 利益剰余金 5  平成19年５月31日  平成19年８月10日



前連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 
  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）  普通株式の自己株式の増加16千株は、単元未満株式の買取による増加であり、減少２千株は、単元未満株式の

買増請求による売渡であります。 

 ２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当連結会計年度増加

株式数（千株） 

当連結会計年度減少

株式数（千株） 

当連結会計年度末株

式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式  29,985 － － 29,985 

合計 29,985 － － 29,985 

 自己株式         

   普通株式 （注） 2,309 16 2 2,323 

合計 2,309 16 2 2,323 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年２月24日 

定時株主総会 
普通株式 138 5  平成17年11月30日  平成18年２月24日

平成18年７月18日 

取締役会 
普通株式 138 5  平成18年５月31日  平成18年８月10日

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年２月27日 

定時株主総会 
普通株式 138 利益剰余金 5  平成18年11月30日  平成19年２月28日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目との関係 

現金及び預金勘定    1,198百万円

現金及び現金同等物   1,198百万円

現金及び預金勘定     1,408百万円

現金及び現金同等物  1,408百万円

現金及び預金勘定      1,411百万円

現金及び現金同等物      1,411百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

1.リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

1.リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

1.リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

 (1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

 (1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

 (1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

146 48 98 

(有形固定資
産) 
その他 

116 95 21 

合計 262 143 119 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

146 63 83 

(有形固定資
産) 
その他 

79 74 5 

合計 225 136 88 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

146 55 90 

(有形固定資
産) 
その他 

78 66 11 

合計 223 122 102 

 (2）未経過リース料中間期末残高相当額  (2）未経過リース料中間期末残高相当額  (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内   31百万円

１年超    98百万円

合計    129百万円

１年内     20百万円

１年超     79百万円

合計     99百万円

１年内 25百万円

１年超  87百万円

合計 112百万円

 (3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

 (3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

 (3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

支払リース料   25百万円

減価償却費相当額   22百万円

支払利息相当額 4百万円

支払リース料   17百万円

減価償却費相当額     15百万円

支払利息相当額  3百万円

支払リース料   46百万円

減価償却費相当額  40百万円

支払利息相当額  7百万円

 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

 (4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

 (5）利息相当額の算定方法 

同左 

 (5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

 (1）未経過リース料 ───── ───── 

１年内   1百万円

１年超    -百万円

合計    1百万円

   



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間（平成18年５月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

当中間連結会計期間（平成19年５月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 1,816 4,136 2,320 

(2)外国債券 197 199 2 

合計 2,014 4,335 2,322 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 103 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 1,818 4,469 2,652 

(2)外国債券 197 209 11 

合計 2,015 4,678 2,663 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 103 



前連結会計年度（平成18年11月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成17年12月１日 至平成18年５月31日）、当中間連結会計期間（自平成18年12月１

日 至平成19年５月31日）及び前連結会計年度（自平成17年12月１日 至平成18年11月30日） 

  金利スワップ取引のみであり、全てヘッジ会計を適用しているため該当事項はありません。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 1,816 4,019 2,202 

(2)外国債券 197 206 9 

合計 2,014 4,226 2,211 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 103 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年12月１日 至平成18年５月31日）、当中間連結会計期間（自平成18年12月１

日 至平成19年５月31日）及び前連結会計年度（自平成17年12月１日 至平成18年11月30日） 

 当社グループの主たる事業は、農薬及び電子材料原料等のファインケミカル製品の製造及び販売であり、前

中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、当該事業の売上高及び営業利益の金額

は、全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める割合がいずれも90％を超えているので、事業の

種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年12月１日 至平成18年５月31日）、当中間連結会計期間（自平成18年12月１

日 至平成19年５月31日）及び前連結会計年度（自平成17年12月１日 至平成18年11月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％を超えているので所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成17年12月１日 至平成18年５月31日）、当中間連結会計期間（自平成18年12月１

日 至平成19年５月31日）及び前連結会計年度（自平成17年12月１日 至平成18年11月30日）の海外売上高

は、いずれも連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１株当たり純資産額    626円03銭

１株当たり中間純利益

金額 
  14円21銭

１株当たり純資産額    612円96銭

１株当たり中間純利益

金額 
20円74銭

１株当たり純資産額    585円65銭

１株当たり当期純損失

金額 
  19円53銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており 

ません。 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日)

前連結会計年度 
(自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日)

中間純利益又は当期純損失（△） 

（百万円） 
393 574 △540 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
(  －) (  －) (  －)  

普通株式に係る中間純利益又は当期

純損失（△）（百万円） 
393 574 △540 

期中平均株式数（株） 27,671,251 27,653,671 27,668,193 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年５月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年５月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   662     691     645    

２．受取手形   7,567     8,157     5,547    

３．売掛金   9,465     10,513     8,621    

４．たな卸資産   14,485     14,119     14,244    

５．その他   473     545     694    

流動資産合計     32,652 72.7   34,024 72.2   29,751 69.8 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）機械装置   2,378     2,395     2,397    

(2）その他   3,274     3,401     3,284    

有形固定資産合計     5,652     5,797     5,681  

２．無形固定資産     444     437     424  

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券   4,373     4,708     4,265    

(2）その他   1,794     2,164     2,526    

貸倒引当金   △14     △14     △14    

投資その他の資産
合計     6,152     6,858     6,776  

固定資産合計     12,248 27.3   13,092 27.8   12,881 30.2 

資産合計     44,901 100.0   47,117 100.0   42,632 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年５月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年５月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形   517     603     619    

２．買掛金   8,354     7,744     7,026    

３．短期借入金   10,292     9,221     7,627    

４．１年以内長期借入
金   200     200     200    

５．未払法人税等   219     221     15    

６．未払費用   2,446     2,551     3,918    

７．その他   2,194     2,676     2,613    

流動負債合計     24,223 54.0   23,215 49.3   22,017 51.6 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金   700     3,800     900    

２．退職給付引当金   3,286     3,143     3,179    

３．役員退職慰労引当
金   106     113     122    

４．環境整備費引当金   －     834     1,020    

固定負債合計     4,091 9.1   7,891 16.7   5,221 12.3 

負債合計     28,315 63.1   31,106 66.0   27,238 63.9 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ  株主資本                     

 １ 資本金     3,214 7.2   3,214 6.8   3,214 7.5 

 ２ 資本剰余金                    

   (1) 資本準備金   2,608     2,608     2,608    

   (2) その他資本剰余金   0     0     0    

資本剰余金合計     2,608 5.8   2,608 5.5   2,608 6.1 

 ３ 利益剰余金                    

   (1) 利益準備金   803     803     803    

   (2) その他利益剰余金                    

       固定資産圧縮積立 

    金 
  36     113     113    

     固定資産圧縮特別 

    勘定積立金 
  98     5     5    

     別途積立金   7,880     6,880     7,880    

     繰越利益剰余金   1,550     1,788     441    

利益剰余金合計     10,368 23.1   9,589 20.4   9,242 21.7 

 ４ 自己株式     △969 △2.2   △977 △2.1   △971 △2.3 

    株主資本合計     15,221 33.9   14,434 30.6   14,093 33.0 

Ⅱ  評価・換算差額等                     

  その他有価証券評価
差額金     1,365     1,576     1,301   

 評価・換算差額等合計     1,365 3.0   1,576 3.4   1,301 3.1 

  純資産合計     16,586 36.9   16,011 34.0   15,394 36.1 

  負債純資産合計     44,901 100.0   47,117 100.0   42,632 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１   23,138 100.0   24,776 100.0   41,648 100.0 

Ⅱ 売上原価     18,314 79.2   19,809 80.0   33,309 80.0 

売上総利益     4,824 20.8   4,966 20.0   8,339 20.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     4,099 17.7   4,138 16.7   8,275 19.8 

営業利益     725 3.1   829 3.3   63 0.2 

Ⅳ 営業外収益 ※２   187 0.8   243 1.0   614 1.5 

Ⅴ 営業外費用 ※３   318 1.4   270 1.1   568 1.4 

経常利益     594 2.5   803 3.2   109 0.3 

Ⅵ 特別利益     0 0.0   1 0.0   11 0.0 

Ⅶ 特別損失     36 0.1   29 0.1   1,107 2.7 

税引前中間純利益
又は税引前当期純
損失（△） 

    557 2.4   775 3.1   △987 △2.4 

法人税、住民税及
び事業税   137     137     34    

法人税等調整額   75 212 0.9 153 290 1.1 △379 △345 △0.9 

中間純利益又は当
期純損失（△）     345 1.5   485 2.0   △642 △1.5 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成17年12月１日 至平成18年5月31日） 

 

株主資本 
評 価 ・
換 算 差
額等 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株
式 

株主資
本合計 

その他
有価証
券評価
差額金 

 

資本準
備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 

利益剰
余金合
計 

純資産合

計 

固定資
産圧縮
積立金

固定資
産圧縮
特別勘
定積立
金 

別途積
立金 

繰越利
益剰余
金 

 

平成17年11月30日 

残高 

（百万円） 

3,214 2,608 － 2,608 803 1 35 7,380 1,977 10,197 △964 15,055 1,251 16,305 

中間会計期間中の

変動額 
                           

固定資産圧縮 

積立金の積立 
          35     △35 －   －   － 

固定資産圧縮 

積立金の取崩 
          △0     0 －   －   － 

固定資産圧縮特

別勘定積立金の

積立 

            98   △98 －   －   － 

固定資産圧縮特

別勘定積立金の

取崩 

            △35   35 －   －   － 

別途積立金の 

積立 
              500 △500 －   －   － 

剰余金の配当                 △138 △138   △138   △138 

利益処分による

役員賞与 
                △36 △36   △36   △36 

中間純利益                 345 345   345   345 

自己株式の取得                     △6 △6   △6 

自己株式の処分     0 0             1 1   1 

株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額 

（純額） 

                        115 115 

中間会計期間中の

変動額合計 

（百万円） 

－ － 0 0 － 35 62 500 △426 171 △5 166 115 281 

平成18年５月31日 

残高 

（百万円） 

3,214 2,608 0 2,608 803 36 98 7,880 1,550 10,368 △969 15,221 1,365 16,586 



当中間会計期間（自平成18年12月１日 至平成19年５月31日） 

 

株主資本 
評 価 ・
換 算 差
額等 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株
式 

株主資
本合計 

その他
有価証
券評価
差額金

 

資本準
備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 

利益剰
余金合
計 

純資産合

計 

固定資
産圧縮
積立金

固定資
産圧縮
特別勘
定積立
金 

別 途 積
立金 

繰越利
益剰余
金 

 

平成18年11月30日 

残高 

（百万円） 

3,214 2,608 0 2,608 803 113 5 7,880 441 9,242 △971 14,093 1,301 15,394 

中間会計期間中の変

動額 
                           

別途積立金の取崩       －       △1,000 1,000 －   －   － 

剰余金の配当       －         △138 △138   △138   △138 

中間純利益       －         485 485   485   485 

自己株式の取得       －           － △7 △7   △7 

自己株式の処分     0 0           － 1 1   1 

株主資本以外の項

目の中間会計期間

中の変動額（純

額） 

                        275 275 

中間会計期間中の変

動額合計 

（百万円） 

－ － 0 0 － － － △1,000 1,347 347 △5 341 275 617 

平成19年５月31日 

残高 

（百万円） 

3,214 2,608 0 2,608 803 113 5 6,880 1,788 9,589 △977 14,434 1,576 16,011 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成17年12月１日 至平成18年11月30日） 

 

株主資本 
評 価 ・
換 算 差
額等 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株
式 

株主資
本合計 

その他
有価証
券評価
差額金 

 

資本準
備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 

利益剰
余金合
計 

純資産合

計 

固定資
産圧縮
積立金

固定資
産圧縮
特別勘
定積立
金 

別途積
立金 

繰越利
益剰余
金 

 

平成17年11月30日 

残高 

（百万円） 

3,214 2,608 － 2,608 803 1 35 7,380 1,977 10,197 △964 15,055 1,251 16,305 

事業年度中の変動

額 
                           

固定資産圧縮 

積立金の積立 
          133     △133 －   －   － 

固定資産圧縮 

積立金の取崩 
          △22     22 －   －   － 

固定資産圧縮特

別勘定積立金の

積立 

            103   △103 －   －   － 

固定資産圧縮特

別勘定積立金の

取崩 

            △133   133 －   －   － 

別途積立金の 

積立 
              500 △500 －   －   － 

利益処分による 

剰余金の配当 
                △138 △138   △138   △138 

剰余金の配当 

（中間配当）  
                △138 △138   △138   △138 

利益処分による

役員賞与 
                △36 △36   △36   △36 

当期純損失                 △642 △642   △642   △642 

自己株式の取得                   － △8 △8   △8 

自己株式の処分     0 0           － 1 1   1 

株主資本以外の

項目の事業年度

中の変動額 

（純額） 

                        50 50 

事業年度中の変動

額合計 

（百万円） 

－ － 0 0 － 111 △30 500 △1,536 △954 △7 △961 50 △911 

平成18年11月30日 

残高 

（百万円） 

3,214 2,608 0 2,608 803 113 5 7,880 441 9,242 △971 14,093 1,301 15,394 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法に

よっております。 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法によって

おります。（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定してお

ります） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

   同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法によっており

ます。（評価差額は全部 

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法

によっております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

 時価法によっております。 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

 総平均法に基づく低価法によ

っております。 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 但し、建物（建物附属設備を

除く）は、平成10年４月１日以

降取得分より定額法を採用して

おります。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  建物及び構築物 ７～47年

機械装置及び運搬具 ４～15年

   

  (2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 但し、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．重要な引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2)       ───── 

  

  

(2)       ───── 

  

(2) 役員賞与引当金 

  役員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額の当

期負担額を計上いたします。な

お、当期においては対象となる金

額はありません。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による定

額法により費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により翌期から費用処

理しております 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による定

額法により費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により翌期から費用

処理しております。  

   

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく必要額

を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

       同左 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

  (5）  ───── 

  

(5）環境整備費引当金  

  埋設農薬の無害化処理に係る環

境整備費用の支出に備えるため、

当中間会計期間末における見込み

額を計上しております。 

(5）環境整備費引当金 

 埋設農薬の無害化処理に係る環

境整備費用の支出に備えるため、

当期末における見込み額を計上し

ております。  

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法   (1）ヘッジ会計の方法 

  金利スワップ取引について  

は、すべて特例処理の要件を満  

たしているため、特例処理によ 

っております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左   

(1）ヘッジ会計の方法 

同左  

  

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段・・金利スワッ 

                プ取引 

  ヘッジ対象・・長期借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段・・同左 

  ヘッジ対象・・同左 

  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段・・同左 

  ヘッジ対象・・同左 

  

  (3）ヘッジ方針 

  変動金利の借入債務を固定金

利に変換することによって金利

上昇リスクを回避し、調達コス

トとキャッシュ・フローを固定

化するため、金利スワップ取引

を行っております。 

(3）ヘッジ方針 

      同左 

  

  

  

  

  

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

  金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため、ヘッジ

の有効性の評価を省略しており

ます。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

     同左 

  

  

  

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。な

お、仮受消費税等と仮払消費税等

の中間期末残高の相殺後の金額

は、流動負債の「その他」に含め

ております。 

消費税等の会計処理方法 

 同左 

  

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度  
（自 平成17年12月１日  
至 平成18年11月30日）  

固定資産の減損に係る会計基準 

 当中間会計期間より、「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これによる

損益に与える影響はありません。 

  

貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準 

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は16,586百万円であります。 

 ───── 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

───── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

       

固定資産の減損に係る会計基準 

 当事業年度より、「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

  

貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準 

 当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は 15,394百万円であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年５月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年５月31日） 
前事業年度末 

（平成18年11月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償

却累計額 

  （百万円）

  18,487 

  （百万円）

  19,041 

  （百万円）

  18,771 

 ２ 保証債務 張家港北興化工有限公司の東京三

菱銀行他よりの借入に対して債務

保証をしております。 

張家港北興化工有限公司の東京三

菱銀行他よりの借入に対して債務

保証をしております。 

張家港北興化工有限公司の東京三

菱銀行他よりの借入に対して債務

保証をしております。 

    （百万円）

    12,284千ＵＳ＄ (1,379) 

  （百万円）

  10,769 千ＵＳ＄ (1,310) 

  （百万円）

10,655 千ＵＳ＄ (1,241) 

 ３ 輸出手形割引高   （百万円）

  22 

  （百万円）

  36 

  （百万円）

  － 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

※１ 売上高の季節的変動  当社の主要製品であります農薬

は、その商品性から上半期が需要

期となっておりますので、下半期

に比し上半期の売上高の割合が著

しく高くなる傾向にあり、上半期

と下半期の業績に季節的変動があ

ります。 

同左 ───── 

※２ 営業外収益の主要項目 （百万円） （百万円） （百万円） 

受取利息 2 3 5 

受取配当金 30 36 96 

有価証券利息  9 9 18 

販売促進費受入  98 100 397 

為替差益  － 41 － 

※３ 営業外費用の主要項目 （百万円） （百万円） （百万円） 

支払利息 39 69 92 

為替差損 52 － 15 

売上割引 23 27 42 

   不良品処分損               158               145              330 

  ４ 減価償却実施額 （百万円）  （百万円）  （百万円）  

有形固定資産 442 452 942 

無形固定資産 50 55 103 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 前中間会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加10千株は、単元未満株式の買取による増加であり、減少１千株は、単元未満

株式の買増請求による売渡であります。 

  
  
 当中間会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加16千株は、単元未満株式の買取による増加であり、減少３千株は、単元未満

株式の買増請求による売渡であります。 

  
  
 前事業年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加16千株は、単元未満株式の買取による増加であり、減少２千株は、単元未満

株式の買増請求による売渡であります。 

  

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少 

株式数（千株） 

当中間会計期間末株

式数（千株） 

 普通株式 （注） 2,309 10 1 2,318 

     合計 2,309 10 1 2,318 

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少 

株式数（千株） 

当中間会計期間末株

式数（千株） 

 普通株式 （注） 2,323 16 3 2,336 

     合計 2,323 16 3 2,336 

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当事業年度増加株式

数（千株） 

当事業年度減少株式

数（千株） 

当事業年度末株式数

（千株） 

 普通株式 （注） 2,309 16 2 2,323 

     合計 2,309 16 2 2,323 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式で時価のあるものはありません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

1.リース物件の所有権 

  が借主に移転する  

 と 認められるもの 

 以外のファイナン 

 ス・リース取引 

     

(1）リース物件の取

得価額相当額、

減価償却累計額

相当額及び中間

期末（期末）残

高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置 

146 48 98 

有形固
定資産
その他 

108 88 20 

合計 253 136 118 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置 

146 63 83 

有形固
定資産
その他 

75 70 5 

合計 220 133 88 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装
置 

146 55 90 

有形固
定資産
その他 

69 58 10 

合計 215 114 101 

(2）未経過リース料

中間期末（期

末）残高相当額 

  （百万円）

一年内 30 

一年超 98 

合計 128 

  （百万円）

一年内 19 

一年超 79 

合計 98 

  （百万円）

一年内 24 

一年超 87 

合計 111 

(3）支払リース料、

減価償却費相当

額及び支払利息

相当額 

  （百万円）

支払リース料 24 

減価償却費相当額 21 

支払利息相当額 4 

  （百万円）

支払リース料 17 

減価償却費相当額 14 

支払利息相当額 3 

  （百万円）

支払リース料 44 

減価償却費相当額 38 

支払利息相当額 7 

(4）減価償却費相当

額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算

定方法 

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同左 同左 

2.オペレーティング・ 

 リース取引 

     

(1）未経過リース料   （百万円）

一年内 1 

一年超 － 

合計 1 

───── 

    

 ───── 

    



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１株当たり純資産額 599円48銭  

１株当たり中間純利益  

金額 
  12円48銭  

１株当たり純資産額  579円07銭

１株当たり中間純利益  

金額 
  17円54銭

１株当たり純資産額  556円50銭

１株当たり当期純損失

金額 
  23円19銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日)

前事業年度 
(自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日)

中間純利益又は当期純損失（△） 

（百万円） 
345 485 △642 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間純利益又は当期

純損失（△） 
345 485 △642 

期中平均株式数（株） 27,671,251 27,653,671 27,668,193 



(2）【その他】 

平成19年７月17日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ)中間配当による配当金の総額……………………138百万円 

(ロ)１株当たりの金額…………………………………５円 

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成19年８月10日 

 （注） 平成19年５月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に

対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第57期）（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日）平成19年２月27日関東財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年８月21日  

北興化学工業株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人 日本橋事務所  

  代表社員   公認会計士 黒田 克司  印 

  業務執行社員   公認会計士 千葉 茂寛  印 

  業務執行社員   公認会計士 小倉 明   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

北興化学工業株式会社の平成17年12月１日から平成18年11月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年12月

１日から平成18年５月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、北興化学工業株式会社及び連結子会社の平成18年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

   上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 

 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年８月22日  

北興化学工業株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人 日本橋事務所  

  代表社員   公認会計士 黒田 克司  印 

  業務執行社員   公認会計士 木下 雅彦  印 

  業務執行社員   公認会計士 渡邉 均   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

北興化学工業株式会社の平成18年12月１日から平成19年11月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年12月

１日から平成19年５月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、北興化学工業株式会社及び連結子会社の平成19年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

   上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 

 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年８月21日  

北興化学工業株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人 日本橋事務所  

  代表社員   公認会計士 黒田 克司  印 

  業務執行社員   公認会計士 千葉 茂寛  印 

  業務執行社員   公認会計士 小倉 明   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

北興化学工業株式会社の平成17年12月１日から平成18年11月30日までの第57期事業年度の中間会計期間（平成17年12月１

日から平成18年５月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、北興化学工業株式会社の平成18年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年12月１

日から平成18年５月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

   上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 

 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年８月22日  

北興化学工業株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人 日本橋事務所  

  代表社員   公認会計士 黒田 克司  印 

  業務執行社員   公認会計士 木下 雅彦  印 

  業務執行社員   公認会計士 渡邉 均   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

北興化学工業株式会社の平成18年12月１日から平成19年11月30日までの第58期事業年度の中間会計期間（平成18年12月１

日から平成19年５月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、北興化学工業株式会社の平成19年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年12月１

日から平成19年５月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

   上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 
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